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１．目的  

 道路橋へ使用する鉄筋の高強度化は，鉄筋量の削減による断面の縮小とそれに伴う

コスト縮減，施工性の向上等が期待できるものの，これを用いたコンクリート部材の

力学的性能に関する不明点も多く，基準化に至っていないのが現状である．鉄筋とコ

ンクリートの付着特性については，付着力発揮のメカニズムの解明とそれらを反映し

た設計手法の確立が課題である．本稿では，高強度鉄筋 SD490 及び USD685 について

の引抜き試験により明らかにされた付着特性について報告する． 

２．試験方法 

 直径 500mm の円柱コンクリートの中心に，一定間隔でひずみゲージを貼り付けた鉄

筋を埋め込み，センターホールジャッキにより単調載荷で鉄筋を引き抜いた(図-1)．

ひずみゲージより計測されるひずみ値を軸力に換算し，隣接 2計測点の軸力差ΔN を

付着区間面積（鉄筋周長 Ls×計測点間距離 L）で除すことで，その区間に発揮される

付着応力度τを算出した．また，鉄筋が降伏し鉄筋とコンクリートのひずみ差が大き

くなった時点で鉄筋とコンクリートの付着は切れたと見なせることから，付着発揮範

囲の軸力の合計ΣNとその時点で鉄筋に作用している引張荷重Pとの差分を付着劣化

区間面積（周長 Ls×付着劣化区間長 L’）で除すことで，付着劣化

区間における抵抗応力度τ’を算出した．付着特性に依存すると

考えられる鉄筋径，鉄筋強度，定着長に着目し，表-1に示す 4ケ

ースについて付着応力度分布を比較した． 

３．付着メカニズム 

 引抜き荷重を連続的に増加させた場合の付着応力度分布の推移について，試験ケース 4(USD685，D35，定着

長 55φ)の結果を代表例として図-2(a)及び(b)に示す． 

(a) 載荷端である付着上端側にいく程，発揮される付着

応力度τは大きくなった．付着発揮範囲は，引抜き荷重

が増加するに従い分布傾向の傾きをほぼ一定に保った

まま深さ方向へ進展していった．また発揮される付着応

力度はある一定値で頭打ちとなり，鉄筋が弾性域内にあ

る間はほぼその一定値を保持したまま推移した． 

(b) 付着上端側から鉄筋が降伏し付着劣化が発生する

と，その区間で発揮される付着応力度は急激に減少し，

代わりに抵抗応力度τ’の発揮が確認された．付着発揮

範囲の付着上端からの距離が増加するに従い，付着発揮

範囲は加速度的に深さ方向へ進展し，最下端の付着応力

度が各深さで見られた付着応力度の最大値とほぼ同じ

値に達した後，鉄筋は引き抜けた． 
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図-1 載荷概要 
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表-1 試験ケース 
試験ｹｰｽ 鉄筋強度 鉄筋径 定着長

1 SD490 D29 35φ
2 USD685 D29 35φ
3 USD685 D35 35φ
4 USD685 D35 55φ

図-2 付着応力度分布の推移(試験ケース 4) 
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４．発揮される付着性能 

 任意のひずみ計測区間における隣接 2 計測点のひずみ平均値μと計測区間内の付着応力度τの関係につい

て，鉄筋強度及び鉄筋径に着目した比較結果を図-3(a)及び(b) に示す．両図に共通し，付着応力度はひずみ

平均が 300μあたりまでほぼ直線的に増加した後，ある付着応力度にて頭打ちになるバイリニアの関係を示し

た．そこで，付着応力度が頭打ちとなり安定した値を保持していると見なせるひずみ平均値 1000μ～1500μ

の範囲における付着応力度の平均値（以下，発揮付着応

力度）を読み取り比較を行った．値は図中に表記した． 

 鉄筋強度の比較である(a)より，ひずみと付着応力度

の関係は鉄筋強度の違いに依らずほぼ同等となった．こ

れは，鉄筋とコンクリートとの付着は鉄筋の弾性域内で

発揮されるため，弾性係数が同等であれば鉄筋強度が異

なっても付着応力度発揮傾向に差は生じないことを示

すものであると考えられる． 

 鉄筋径の比較である(b)より，D29 に対する D35 の発

揮付着応力度の比率は 1.19 となり，鉄筋径が大きいほ

ど発揮付着応力度も大きくなる傾向を示した．鉄筋とコ

ンクリートの付着は，鉄筋の平滑面における摩擦作用と

鉄筋のふしによる機械的な引っかかり作用の複合で発

揮されていると考えられ，異形棒鋼では後者の作用に大

きく支配されていると予想される．ここで，発揮付着応

力度がふしの引っかかりによりせん断抵抗力を発揮で

きるコンクリートの断面積に依存すると推測し，それぞ

れの鉄筋径についてコンクリートのせん断抵抗断面積

Ac を比較した(図-4)．その結果，D29 では Ac=5200mm2，

D35 では Ac=6253mm2となり，D29 に対する D35 の断面積

比率 1.20 は，前述の発揮付着応力度の比率 1.19 と近い

ものとなった． 

５．まとめ 

(1)コンクリートに埋め込んだ鉄筋の引抜き試験により，

鉄筋の付着メカニズムは以下のとおり明らかとなった． 

・コンクリートと鉄筋の付着応力度の分布傾向は，深さ

方向にほぼ一定を保ったまま推移する． 

・発揮される付着応力度はある一定値で頭打ちとなり，

鉄筋弾性域内ではその値を保持する． 

・鉄筋の降伏に伴う鉄筋とコンクリートとのひずみ差の

増大により付着劣化が発生する． 

・付着上端側から鉄筋の降伏が発生すると，付着劣化は

加速度的に深さ方向に進展し，鉄筋は引き抜ける． 

(2)コンクリートと鉄筋の間で発揮される付着性能は，

鉄筋強度に依存せず，鉄筋径及び鉄筋のふし形状により

決まるコンクリートのせん断抵抗断面積に依存する可

能性が示された． 

図-4 鉄筋のふし形状とｺﾝｸﾘｰﾄのせん断抵抗面積 
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図-3 ひずみと付着応力度の関係 
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